
平成27年度の当初予算が3月定例会で成立しましたので、その概要と特徴をご紹介します。一般会計の歳入歳出予算は70
億9,500万円で、前年度比0.1％の減となっています。一部事務組合負担金や公債費が減少したものの、携帯電話設備の整
備や再生可能エネルギー推進事業などを実施するための予算増により、前年度とほぼ同額の予算となりました。
町は、この3月に第二次総合計画を策定し、新たな町づくりを進めることになりますが、借金の返済がまだ多額であるこ

となど、依然として厳しい財政状況にあることを念頭に置き、引き続き行財政改革を推進するとともに、限られた財源を
有効に活用し、地域産業及び経済の活性化、地域福祉の充実など、町民の皆さんの安全・安心な暮らしに向けた取り組み
を推進してまいります。

◆当初予算総括表
(単位：千円、％)

平成27年度 平成26年度 伸率

7,095,000 7,105,000 ▲ 0.1

1,838,400 1,675,500 9.7

186,900 176,400 6.0

112,100 122,400 ▲ 8.4

1,406,600 1,369,600 2.7

13,500 17,700 ▲ 23.7

460,900 434,800 6.0

600 500 20.0

11,114,000 10,901,900 1.9

収 益 的 収 入 480,394 477,967 0.5
収 益 的 支 出 477,198 482,621 ▲ 1.1
資 本 的 収 入 174,761 112,000 56.0
資 本 的 支 出 350,975 299,722 17.1

会　　　計

一 般 会 計

国民健康保険事業特別会計(事業勘定)

国民健康保険事業特別会計(直診勘定)

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

財 産 区 特 別 会 計

合　計

水 道 事 業 会 計

用語解説

一般会計

水道事業

会計

教育や福祉、土木や消防など町

の基本的な仕事をするための会

計で、皆さんから納付していた

だく町税、国からの地方交付税

や補助金などが主な財源です。

一般会計と区別して特定の事業

を行うための予算で、保険料や

使用料などの特定の収入でまか

なわれ、「国民健康保険事業」

や「下水道事業」などがありま

す。

地方公営企業法を適用しており、

企業会計方式をとっています。

特別会計

町税

669
9.4%

分担金・

負担金

21 0.3%

その他

415
5.9%

地方交付税

3,995
56.3%

国・県支出金

1,166
16.4%

町債

646
9.1%

その他

183
2.6%

歳入合計
7,095百万円

自主財源
15.6%

依存財源
84.4%

単位：百万円

分担金

・負担金

地方交付税

国県支出金

町 債

町が徴収している町民税、固定資

産税、軽自動車税、たばこ税など

町が特定の事業を行う場合に、そ

の経費の全部又は一部を徴収した

もの

国の税金（所得税、法人税など）

の一部が町に配分されるもの

町が特定の事業を行うために、国

や県から交付されるもの

町が事業を行うための資金として

長期で借入れる借金のこと

自主財源

依存財源

町税や基金繰入金などの町が独自

に調達できる財源のこと

地方交付税や国・県支出金などの

国・県により割り当てられたりす

る財源のこと

用語解説

町 税

◆一般会計の概要 ～歳入～
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実質的負担額 交付税算入見込額

(億円)

町債残高の推移と見通し基金の状況（平成26年度末見込まで）
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町債の発行抑制により今後も減少する見込み

です。また、交付税算入見込額を除いた実質

的負担額は平成26年度末で約25億円の見込

みであり、残高全体の約24％となっています。

一般会計の基金は平成26年度末で約35億円となる見込

みです。そのうち平成20年度まで枯渇状況にあった財政

調整基金は約17億9千万円、減債基金は約3億9千万円
となる見込みです。
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◆一般会計の基金（貯金）と町債（借金）の残高状況

総務費

1,276 
18.0%

民生費

1,313 
18.5%

衛生費

772
10.9%

農林水産業費

571
8.0%

商工費

198 
2.8%

土木費

508 
7.2%

消防費

443
6.2%

教育費

537 
7.6%

公債費（元金）

1,221 
17.2%

公債費（利子）

128
1.8%

その他

128 
1.8%

目的別歳出合計
7,095百万円

単位：百万円

人件費

1,022
14.4%

公債費（元金）

1,221
17.2%

公債費（利子）

128
1.8%

扶助費

606
8.6%

建設事業費

757
10.7%

災害復旧費

10 0.1%

物件費

1,150
16.2%

補助費等

1,261
17.8%

積立金

1
0.0% 繰出金

748
10.5%

その他

191
2.7%

義務的経費
42.0%

投資

的経費

10.8%

その他
47.2%

性質別歳出合計
7,095百万円

単位：百万円

民生費

衛生費

農林水産業

商工費

庁舎管理、戸籍業務、選挙業務など

の通常必要とされる経費

社会福祉、高齢者福祉、障害者福

祉、児童福祉などの福祉全般の経費

予防接種、健康診査、ごみ処理など

を行うための経費

農業、林業、水産業のための経費

商工業振興、観光振興のための経費

土木費

消防費

町道、河川、公園などの整備や維持

管理のための経費

消防、防災のための経費

教育費

公債費

小学校、中学校、公民館などの整

備、管理運営のための経費

町が借入れた借金の返済のための経

費

用語解説

総務費

公債費

扶助費

建設事業費

物件費

議員の報酬、職員の給料などの経費

町が借入れた借金の返済のための経費

高齢者、児童、障害者などを援助するための経費

農道、町道、学校などの公共施設を建設するため

の経費

施設維持管理のための電気料、委託料や一般事務

のためのコピー代などの経費

補助費等

積立金

一部事務組合への負担金や各種団体への補助金な

どの経費

町が特定の事業を行うための基金などに積立て

（貯金）をするための経費

繰出金

義務的経費

国民健康保険の医療給付、介護保険のサービス給

付、上下水道の維持管理などのために一般会計が

負担する経費

町の負担が義務付けられている経費で、人件費、

公債費、扶助費がこれにあたります

投資的経費
道路や学校などの公共施設の整備など、社会資本

として将来に残るものの整備経費

災害復旧費
異常気象などにより被害を受けた公共施設などを

修復するための経費

用語解説

人件費

◆一般会計の概要 ～目的別歳出～ ◆一般会計の概要 ～性質別歳出～



平成27年度当初予算の主な事業

各地区街灯Ｌ

ＥＤ化事業

つがる西北五

広域連合立病

院運営事業

～総務費～

～民生費～

～衛生費～

緊急避難路整

備事業

事業費 22,510千円

各地区街灯のＬＥＤ化

（平成26年度～平成28年度）

事業費 53,044千円

連合立病院（5医療機関）の運営負担金

事業費 45,000千円

児童手当支給

事業
事業費 80,360千円

0歳～3歳未満の幼児には月15,000円、

3歳～小学生の児童には月10,000円、

（ただし第３子以降の児童には月15,000
円）

中学生に対し月10,000円を支給

（所得制限を超える場合は一律月5,000円）

子ども医療給

付事業
事業費 12,809千円

小学生までの子どもにかかる医療費の自己

負担分を全額補助

合併処理浄化

槽設置事業
事業費 15,435千円

合併処理浄化槽設置費用の助成

（７人槽１基あたり441千円を助成）

黒崎地区農地

整備事業

効率的な農業経営のための農地の区画整

理事業に対する県への負担金

（負担率 17.5％）

（事業期間 平成25年度～平成29年度）

県管理漁港機

能保全・強化

事業

林道築棒沢宮

崎線開設事業

舮作漁港、驫木漁港、風合瀬漁港の機能保

全計画の策定

観光ＰＲポスター製作、ふかうらヤットセ開

催、西海岸二町（深浦町、鰺ヶ沢町）による

観光振興事業など

臨時福祉給付

金支給事業
事業費 29,543千円

町民税が課税されていない方々へ一人あた

り6,000円を支給

高齢者の見守

りサービス事

業

事業費 2,500千円

民間業者を活用し、70歳以上の1人暮らし

高齢者の安否確認を行う

子育て世帯臨

時特例給付金

支給事業

事業費 3,565千円

児童手当を支給されている方へ、児童一人

につき3,000円を支給

健康増進事業 事業費 25,677千円

各種健康診査の実施

（受診者負担金は無料）

（負担金）

事業費 27,700千円

総事業費 303,991千円

H27事業費 69,900千円

林道棒築沢宮崎線の開設

利用区域71ha、計画延長2,200m
（事業期間 平成26年度～平成30年度）

町管理漁港機

能保全事業
事業費 50,000千円

観光産業振興

事業
事業費 26,987千円

住宅リフォー

ム推進事業
事業費 12,000千円

耐震補強やバリアフリー改修などの住宅リ

フォームを支援（1件あたり最大30万円）

町道側溝等整

備事業
事業費 12,179千円

町道の側溝整備などを実施

（整備計画延長800m）

町道北金ヶ沢

１７号線橋梁

架替事業

総事業費 231,200千円

H27事業費 90,500千円

関地区小童子橋の架け替えを実施

（事業期間 平成25年度～平成27年度）

スクールバス

購入事業
事業費 15,154千円

いわさき小学校（沢辺線）及び深浦中学校

（広戸・追良瀬線）のスクールバスを購入

学校給食事業 事業費 72,911千円

町内の各小中学校における、学校給食のた

めの経費

診療所運営事

業
事業費 184,253千円

関診療所及び岩崎診療所の運営経費

（医師2人体制により運営）

（うち新診療所整備設計費 20,885千円）

驫木・追良瀬

地区簡易水道

基幹改良事業

事業費 150,620千円

驫木・追良瀬地区の簡易水道基幹改良事

業実施（浄水場電気計装設備、取水ポンプ

設備など）

北金ヶ沢地区

漁業集落排水

施設整備事業

事業費 301,619千円

北金ヶ沢地区の排水施設整備を実施

（浄化センター整備、排水管布設）

～農林水産業費～

有害鳥獣駆除

対策事業

事業費 13,300千円

猟友会への駆除委託や会員の育成確保な

どの有害鳥獣対策経費

（鳥獣被害対策実施隊員4名体制）

西海岸広域農

道整備事業

（負担金）

事業費 40,200千円

西海岸広域農道整備に対する県への負担

金（負担率 10.05％）

～商工費～

～土木費～

～土木費～

道路ストック事

業
事業費 29,000千円

町が管理する橋りょうを点検し、長寿命化修

繕計画を策定

雪害対策事業 事業費 136,652千円

冬期間の除雪経費及びロータリー除雪車の

購入経費

～消防費～

高規格救急自

動車購入事業

（負担金）

事業費 46,846千円

深浦消防署の救急自動車を高規格救急自

動車に更新

消防屯所整備

事業
事業費 13,891千円

風合瀬地区消防屯所の新築

～教育費～

～その他（特別会計）～

携帯電話等エ

リア整備事業
事業費 48,549千円

（負担金）

総事業費 98,000千円

H27事業費 25,375千円

携帯電話のエリア拡大（追良瀬松原地区）

町村合併１０

周年記念事業

費

町村合併10周年を記念した事業を実施

事業費 23,000千円

再生可能エネ

ルギー等導入

推進事業

事業費 72,500千円

太陽光発電パネル及び蓄電池を整備

（深浦町民体育館敷地内）

緊急避難路を整備

（追良瀬塩見崎地区、大間越地区）

水稲再生産助

成事業

米価の大幅な下落に伴う稲作農家への支援

事業費 19,019千円

北金ヶ沢漁港及び岩崎漁港の機能保全・強

化事業に対する県への負担金

（負担率 10％）

柳田踏切改良

事業
事業費 20,250千円

柳田踏切の改良

（遮断機・警報機の設置など）

町道関１７号

線道路改良事

業

総事業費 60,000千円

H27事業費 30,000千円

西海岸広域農道に連結する町道の改良を

実施

（事業期間 平成26年度～平成27年度）

小中学校体育

施設整備事業
事業費 36,717千円

各小中学校体育館の天井材や照明などの

落下防止補強

ふれあいと創

造の館改修事

業

事業費 35,300千円

老朽化した外装、屋根、金属製建具などを

改修


